
Ⅱ　企　画　調　整
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１１  広広  報報  普普  及及  啓啓  発発  

 

（（１１））広広報報誌誌  

保健所の広報と住民の保健衛生の向上を目的に広報誌「健康西多摩21ほけんじょだより」を年3回発

行している。記事には、健康リスクや安全に関する知識のほか、事業や活動の紹介などを掲載し、管内8

市町村の市役所・町村役場、医療機関、学校等へ配布している。 

また、事業関連広報物として、「地域保健医療推進プラン」に掲げる取組や、重要事業を推進する上で

必要とされる普及啓発用印刷物を都度作成・配布している。 

 

  ほほけけんんじじょょだだよよりり発発行行状状況況  表表 11  

区分 発行月 主  な  内  容 部数 

定 
 

例 

令和 5年

8月 

・見つけて、治して、うつさない！梅毒は治せます！！ 

・関東大震災から100 年の節目に考える 家庭での食料備蓄 

・こころ、疲れていませんか？～自分と周りの人のこころをまもるため

に～ 

4,000 部 

令和 5年

11月 

・気軽に相談できる「かかりつけ」の薬局を持ちませんか？ 

・秋から冬の屋外活動はつつが虫病に注意！ 

・あなたのお酒の飲み方は大丈夫？ 

・病気や医療に関する相談先のご案内 

4,000 部 

令和 6年

3月 

・植えたり育てたりしてはいけない「けし」「大麻」に注意！ 

・その咳、本当に風邪ですか？もしかして結核？ 

・ワクチンと検診で防ぐ！子宮頸がん 

・セルフケアとプロフェッショナルケアでお口の健康を守る！ 

・食品のアレルギー表示について 

4,000 部 

  

（（２２））市市町町村村広広報報誌誌へへのの掲掲載載依依頼頼 

市町村の協力により市町村広報誌を通じて行事予定等、業務の周知を図っている。 

  

（（３３））事事業業概概要要のの発発行行 

前年度の事業内容及び事業実績を取りまとめ、市町村等の関係機関に配布している。 

  

（（４４））ホホーームムペペーージジ  

保健所の事業案内、保健衛生情報を随時掲載し、提供している。 

ホームページアドレス（https://www.hokeniryo.metro.tokyo.lg.jp/nisitama/index.html） 

※令和 5年 7月の組織改正により、ホームページアドレスが変更された。 

  

（（５５））展展示示ココーーナナーー  

保健所 1 階の展示コーナーにて、住民に向けた健康安全情報の発信のために、月ごとにテーマを決め

て企画展示を実施している。 
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２　情 報 公 開

東京都では、「東京都情報公開条例」に基づき、公文書の開示を行っている。さらに、平成 29 年 10
月 30 日からは「公文書情報の提供に関する実施要綱」に基づく公文書情報提供サービスを開始するなど、
情報公開を総合的に推進している。

また、オープンデータの推進の一環として、東京都が設置している保健所において食品営業許可を取
得した施設の情報を、平成 29 年 2 月から東京都公式ホームページで公開している。

その他、法令等の定めに基づく公的機関からの行政照会にも応じている。

令和 5 年度情報公開状況　表 2
区　　分 請求件数 提供台帳数（注）

公文書開示請求 249

診療所等開設関係 205
食品衛生関係 40
環境衛生関係 149
薬事指導関係 114
その他 －

計 508

公文書情報提供サービス 44

診療所等開設関係 25
食品衛生関係 －
環境衛生関係 42
薬事指導関係 12
その他 －

計 79

行政照会 71

診療所等開設関係 10
食品衛生関係 33
環境衛生関係 3
薬事指導関係 2
その他 73

計 121

（注）1 件の請求により複数文書を請求される場合があるため、提供台帳数は請求件数と一致しない。

－ 22 －



３　統 計 調 査
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３３  統統  計計  調調  査査  

 

保健所では、統計法等に基づき、厚生労働行政の基礎資料を得ることを目的として、人口動態調査をはじめ

とした各種統計調査を実施している。 

令和 5年度は次の統計調査を実施した。 

（（１１））人人口口動動態態調調査査  

調調査査実実施施状状況況  表表 33－－11  

調査名称 目       的 期 日 対   象 

人口動態調査 

毎月発生している出生、死亡、死産、婚姻及び離

婚の届出書から、人口動態事象を把握し人口及び

厚生労働行政政策の基礎資料を得ることを目的と

する。 

通年実施 

管内 8 市町村にお

ける、出生、死亡、

婚姻、離婚及び死

産に係る届出（全

数調査） 

 

（（２２））衛衛生生統統計計調調査査  

調調査査実実施施状状況況  表表 33－－22  

調査名称 目       的 期 日 対   象 

医療施設調査 

（動態調査） 

医療施設（病院・診療所）の分布及び整備の実態を

明らかにするとともに、医療施設の診療機能を把握

し、医療行政の基礎資料を得ることを目的とする。 

通年実施 

医療法による届

出、処分のあった

医療施設(全数調

査) 

医療施設調査 

（静態調査） 

医療施設（病院・診療所）の分布及び整備の実態を

明らかにするとともに、医療施設の診療機能を把握

し、医療行政の基礎資料を得ることを目的とする。

3年周期で実施する。 

令和 5年 

10 月 1日 

期日の午前零時現

在において開設し

ている、すべての

病院・診療所 

患者調査 

病院及び診療所を利用する患者について、その傷病

の状況等の実態を明らかにし、医療行政の基礎資料

を得ることを目的とする。3年周期で実施する。 

令和 5年 10月中

の医療施設ごと

に指定した日 

病院 26施設 

診療所 4施設 

受療行動調査 

全国の医療施設を利用する患者について、受療の状

況や受けた医療に対する満足度等を調査すること

により、患者の医療に対する認識や行動を明らかに

し、今後の医療行政の基礎資料を得ることを目的と

する。3年周期で実施する。 

令和 5年 10月中

の医療施設ごと

に指定した日 

病院 1施設 

地域保健・健康増

進事業報告 

地域住民の健康の保持及び増進を目的とした地域

の特性に応じた保健施策の展開等を、実施主体であ

る保健所及び市区町村ごとに把握し、国及び地方公

共団体の地域保健施策の効率的・効果的な推進のた

めの基礎資料を得ることを目的とする。 

年度報 
保健所及び管内 8

市町村 

 

 

 

 

 

 

－ 23 －



- 24 - 

（（３３））そそのの他他のの統統計計調調査査  

調調査査実実施施状状況況  表表 33－－33  

調査名称 目       的 期 日 対   象 

国民生活基礎調査 

（小規模調査） 

保健、医療、福祉、年金、所得等国民生活の基礎

的事項を調査し、厚生労働行政の企画及び運営に

必要な基礎資料を得るとともに、各種調査の調査

客体を抽出するための親標本を設定することを目

的とする。 

世帯票 

令和 5年 6月 1日 

 

所得票 

令和 5年 7月 13日 

令和 2 年国勢調査

区から層化無作為

抽出した地区内の

全世帯及び世帯員 

3地区 240世帯 

社会保障・人口問

題基本調査（第9回

人口移動調査） 

各世帯を構成する世帯員について、ライフイベン

ト（出生・進学・就職・結婚等）ごとの居住地、

現住地への移動理由や将来の移動可能性、別の世

帯にいる家族の居住地などに関する情報を継続的

に調査し、人口移動の動向と要因を明らかにする

とともに、将来の移動の傾向を見通すための基礎

データを得ることを目的とする。主要な調査項目

に関する結果を都道府県別に表章し、地方創生関

連施策や地方自治体による人口ビジョン・総合戦

略の検討、地域別将来人口推計の精緻化等に資す

る基礎資料とし、さらに、新型コロナウイルス感

染症拡大を経た人々の移動傾向の変化や、新たな

居住形態の出現を把握するための調査項目を設け

ることにより、厚生労働行政に資する新たな基礎

資料を得ることを目的とする。 

令和 5年 7月 1日 

同年実施の国民生

活基礎調査地区の

うちから抽出 

3地区 184 世帯 
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４ 研 修 ・ 教 育 

 

（１）研修・健康教育 

地域の保健・医療・福祉等関係者の資質の向上と連携の強化を図ることを目的に、研修を実施してい

る。また、保健衛生に関する理解と関心を高め、健康な日常生活を送れる地域づくりを目的に、広く地

域住民・事業者・関係機関等を対象とする講演会や講習会等の健康教育活動も行っている。 

これらの企画・実施に当たっては、所内会議において所の基本方針・目的を明確化するとともに、地

域のニーズや課題に沿った内容となるよう努めている。 

 

ア 研修・健康教育実施状況 表4－1  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 市町村支援研修 表 4－2 
  

 

 

区   分 

総  数 会    場 

回数 参加人数 

（延） 

所  内 所  外 

回数 
参加人数 

（延） 
回数 

参加人数 

（延） 

令 和 4 年 度  総 数 64 3,353 43 2,190 21 1,163 

令 和 5 年 度  総 数 84 5,283 42 3,656 42 1,627 

感 染 症 3 74 2 44 1 30 

（再掲 結 核） － － － － － － 

（再掲 エイズ） － － － － － － 

精  神 1 49 1 49 － － 

難  病 1 39 1 39 － － 

母  子 1 37 1 37 － － 

成    人・老    人 － － － － － － 

栄  養・健康増進 13 912 13 912 － － 

歯  科 6 1,139 4 1,088 2 51 

薬  事 2 65 1 30 1 35 

医療安全 2 188 1 159 1 29 

食  品 42 1,411 11 62 31 1,349 

環  境 8 1,302 2 1,169 6 133 

企  画 4 51 4 51 － － 

そ の 他 1 16 1 16 － － 

研修名等 実施日 対象者 
参加 
人数 

実施 

場所 
テーマ及び講師 

西多摩圏域 

新任期 

保健師研修① 

 

令和 5年 

9月 27日 

市町村及び

保健所の入

職2～5年

目の保健師 

14名 
西多摩 

保健所 

 

テーマ：個別支援の基本を学び、支援をつなげ

よう！～アセスメントと支援方針を考え

るポイント～ 

講 師：東京都医学総合研究所 社会健康医学 

研究センター 心の健康ユニット  

主任研究員　新村 順子　氏 
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（２）実習生指導 

地域保健の第一線機関として、医学生、保健師学生、管理栄養士学生及び歯科衛生士学生などの実習生

を受け入れており、地域保健従事者の養成における基礎教育の一端を担っている。 

   歯科衛生士学生実習については、オンライン形式での実習を実施した。 

   また、医学生実習については、新型コロナウイルス感染症拡大により令和2年度以降受け入れが無かっ

たが、令和 5年度は 4年ぶりに実施した。 

実習生指導状況 表 4－3 

対 象 学 校 名 
学生 
人員 

実 施 期 間 指 導 内 容 等 

医学生 順天堂大学 4名 
実習日：令和 5年 5月 31日、 

6月 7日 

実習：保健所業務見学・参加、 

防護服着脱訓練等 

保健師学生 
杏林大学 

保健学部看護学科 
8名 

実習日：令和 5年 6月 26日～ 

8月 4日  

（各グループ 10日間） 

実習：保健所業務見学・参加、 

家庭訪問、保健師活動、 

カンファレンス等 

管理栄養士 

学生 

実践女子大学 

生活科学部食生活科学科 

吉祥寺二葉栄養調理専門職学校 

栄養専門課程管理栄養士学科 

29名 

実習日：令和 5年 5月 24日～ 

8月 24日 

（各グループ 6日間） 

実習：栄養業務についての講義・演習、 

課題研究等 

歯科衛生士 

学生 

東京西の森 

歯科衛生士専門学校 
80名 実習日：令和 5年 6月 28日 実習：保健所の役割と歯科保健について 

 

 

（３）医師臨床研修の受入れ 

将来専門とする分野にかかわらず、医学及び医療の果たすべき社会的役割を理解するとともに、地域

保健及び公衆衛生活動に関する基本的な態度、考え方を身につけることを目的に、平成 16年度より医師

臨床研修生の受入れを開始した。平成 23年度から「地域保健」研修が任意となっている。 

令和 5年度は、当所での受入れはなかった。 

研修名等 実施日 対象者 
参加 
人数 

実施 

場所 
テーマ及び講師 

西多摩圏域 

新任期 

保健師研修② 

令和 5年 

11月 30日 

市町村及び保健所

の入職 1年目の保

健師 

8名 
西多摩 

保健所 

 

テーマ：入職後の自分を振り返り、成長のヒント

を見つけよう 

講 師：檜原村 福祉けんこう課けんこう係 

     医療施設課長補佐 鈴木 佳津枝氏 

 

西多摩圏域 

中堅期 

保健師研修 

令和 6年 

2月 29日 

市町村及び保健所

の入職 5年程度か

ら主査級の保健師 

10名 
西多摩 

保健所 

 

テーマ：私の事業が、地域を動かす！～保健事

業の PDCA サイクルを回すために、地

域の健康課題を見る視点を学ぼう～ 

講 師：文京学院大学 保健医療技術学部 

看護学科 教授 米澤 純子氏 
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５ 地域保健医療推進プラン 

 

（１）地域保健医療推進プラン 

ア 策定の趣旨 

西多摩圏域では、保健・医療・福祉を総合的に推進することを目的として地域の関係機関と連携し、「西

多摩保健医療圏地域保健医療推進プラン」（以下「推進プラン」という。）を策定し、推進している。令和

5年度に東京都が「東京都保健医療計画」の第七次改定を行い、基本理念「誰もが質の高い医療を受けら

れ、安心して暮らせる『東京』」及び4つの基本目標に、新型コロナや近年の災害の経験を踏まえ「有事に

も機能する医療提供体制の強化」を追加した。西多摩圏域では、上記計画等を含めた関連計画と同期して

地域の新たな課題に対応するため、令和6年度に推進プランの改定を行う。計画期間は、令和6年度（2024

年度）から令和11年度（2029年度）までの6年間である。 

 

イ 性格 

推進プランは、「東京都保健医療計画」等を踏まえ、地域の様々な主体の活動により推進する包括的な

計画であり、以下の3つの性格を持つものである。 

・ 西多摩保健所及び圏域市町村にとっては保健医療施策推進の目標 

・ 地域の保健・医療・福祉の関係機関・団体に対してはその活動の指針 

・ 地域住民に対しては自主的・積極的な活動の方向性を示す役割を持つもの 

 

ウ 推進方策 

推進プランの進行管理は「西多摩地域保健医療協議会」で行い、計画期間の中間年である令和2年度（2020

年度）に中間評価、最終年である令和5年度（2023年度）に最終評価を実施した。 

また、令和5年度は、令和6年度から令和11年度までの推進プランの策定に向けて、「西多摩地域保健医

療協議会」で目次・骨子及び素案の検討を行った。 

 

（２）西多摩地域保健医療協議会 

西多摩保健所では、地域特性等を踏まえた総合的な保健医療施策を計画的に推進し、西多摩圏域における

保健衛生の向上と健康で安全な地域づくりを図るため、平成16年4月から西多摩地域保健医療協議会を設置

している。 

協議会には「保健福祉部会」、「生活衛生部会」及び「地域医療システム化推進部会」の3つの専門部会を

設置し、さらに保健福祉部会に「地域・職域連携推進協議会」機能を、地域医療システム化推進部会に「地

域医療安全推進分科会」機能を付加している。 

西多摩地域保健医療協議会の専門部会 表 5－1 

 要 概 の 項 事 討 検 名   会   部

保健福祉部会 保健福祉サービスの提供に関する専門的事項 
地域保健医療推進プランの進行管理に関する事項 

 
「地域・職域連携推進協議会」機能 

健康づくりに関する社会資源の有効活用及び連携の方策 
地域・職域における健康づくりの推進に関する事項 

生活衛生部会 環境衛生、食品衛生対策等に関する専門的事項 
地域保健医療推進プランの進行管理に関する事項 

地域医療システム化推進部会 
地域の保健医療提供体制の在り方等に関する専門的事項 
地域保健医療推進プランの進行管理に関する事項 

 
「地域医療安全推進分科会」機能 地域における医療安全の推進に関する事項 

患者・住民からの相談に適切に応じる体制づくりに関する事項 

�　西多摩圏域では、保健・医療・福祉を総合的に推進することを目的として地域の関係機関と連携し、「西

多摩保健医療圏地域保健医療推進プラン」（以下「推進プラン」という。）を策定し、推進している。令和

5年度に東京都が「東京都保健医療計画」の第七次改定を行い、基本理念「誰もが質の高い医療を受けられ、

安心して暮らせる『東京』」及び 4つの基本目標に、新型コロナや近年の災害の経験を踏まえ「有事にも

機能する医療提供体制の強化」を追加した。西多摩圏域では、上記計画等を含めた関連計画と同期して

地域の新たな課題に対応するため、令和 6年度に推進プランの改定を行う。計画期間は、令和 6年度（2024

年度）から令和11年度（2029 年度）までの6年間である。

�　推進プランは、「東京都保健医療計画」等を踏まえ、地域の様々な主体の活動により推進する包括的な

計画であり、以下の3つの性格を持つものである。

　・�西多摩保健所及び圏域市町村にとっては保健医療施策推進の目標

　・�地域の保健・医療・福祉の関係機関・団体に対してはその活動の指針

　・�地域住民に対しては自主的・積極的な活動の方向性を示す役割を持つもの

�　推進プランの進行管理は「西多摩地域保健医療協議会」で行い、計画期間の中間年である令和2年度（2020

年度）に中間評価、最終年である令和5年度（2023 年度）に最終評価を実施した。

　また、令和 5年度は、令和 6年度から令和11年度までの推進プランの策定に向けて、「西多摩地域保

健医療協議会」で目次・骨子及び素案の検討を行った。

�　西多摩保健所では、地域特性等を踏まえた総合的な保健医療施策を計画的に推進し、西多摩圏域における

保健衛生の向上と健康で安全な地域づくりを図るため、平成16年 4月から西多摩地域保健医療協議会を設置

している。

　協議会には「保健福祉部会」、「生活衛生部会」及び「地域医療システム化推進部会」の3つの専門部会を設置し、

さらに保健福祉部会に「地域・職域連携推進協議会」機能を、地域医療システム化推進部会に「地域医療安

全推進分科会」機能を付加している。
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令和 5年度西多摩地域保健医療協議会開催状況 表 5－2 

会 議 名 開 催 日 対象 
委員数 

出席 
委員数 会 場 議事内容 

第 1回 
西多摩地域 
保健医療協議会 

令和 5年
10月26日 35名 27名 

西多摩
保健所 

1 議事 

(1) 西多摩地域保健医療協議会会議体系及び

部会委員（案）について 

(2) 地域保健医療推進プラン（平成 30年度～

令和 5 年度）の進行管理状況及び令和 4 年

度各部会報告について 

(3) 地域保健医療推進プラン（令和 6 年度～

令和 11年度）の目次・骨子（案）について 

 
2 報告事項 

(1) 令和 5 年度課題別地域保健医療推進プラ

ンについて 

ア 障害者歯科保健推進支援 

イ 市町村と共働した西多摩圏域における

人材育成の体制づくり 

(2) その他 

第 2回 
西多摩地域 
保健医療協議会 

令和6年 
3月 7日 

35名 22名 
西多摩
保健所 

1 議事 
地域保健医療推進プラン（令和6年度～令和

11年度）の素案について 
 

部

会 
保健福祉部会 

令和6年 
2月 5日 

18名 15名 
西多摩
保健所 

1  協議事項 

地域保健医療推進プラン（平成 30年度～令

和 5年度）の進行管理状況及び最終評価（案） 

について 

 

2  報告事項 

(1) 地域精神保健ネットワーク会議について 
(2) 難病対策地域協議会について 

生活衛生部会 
令和6年 
2月 8日 

13名 10名 
西多摩
保健所 

 

1  協議事項 

地域保健医療推進プラン（平成 30年度～令

和 5年度）の進行管理状況及び最終評価（案） 

について 

 

2  報告事項 

(1) 市販薬乱用対策の強化について 

(2) 生活衛生関係営業等の事業活動の継続に 

資する環境の整備を図るための旅館業法等の 

一部を改正する法律等の概要について 

(3) 今春の花粉予測について 

 

－ 28 －



- 29 - 

部 
 

会 

地域医療 
システム化 
推進部会 

令和 6年 
2月 1日 

16 名 12 名 
西多摩
保健所 

 
1 議事 
(1) 東京都西多摩保健医療圏地域保健医療推進

プランの進捗状況及び最終評価（案）につい
て 

(2) 脳卒中医療連携推進事業及び糖尿病医療連
携推進事業について 
ア 脳卒中医療連携推進事業の取組について 
イ 糖尿病医療連携推進事業の取組について 
                     

2 報告事項 
(1) 西多摩保健所医療安全支援センター事業に

ついて 
(2) 西多摩保健所歯科保健推進事業について  
(3) 西多摩保健所課題別地域保健医療推進プラ

ン       
「障害者歯科保健推進支援～障害者施設職

員への歯科保健に関する意識の向上とかかり
つけ歯科医をもつ障害者施設利用者を増やす
ことを目指す～」 
 
 

   

 

（（３３））課課題題別別地地域域保保健健医医療療推推進進ププラランン 

西多摩保健所では、推進プランの具体的行動計画として「課題別地域保健医療推進プラン」を策定し、推

進プランの着実な推進を図っている。 

令和 5年度は、次の事業を展開した。 

 

①①  「「障障害害者者歯歯科科保保健健推推進進支支援援～～障障害害者者施施設設職職員員へへのの歯歯科科保保健健にに関関すするる意意識識のの向向上上ととかかかかりりつつけけ歯歯科科医医をを

ももつつ  障障害害者者施施設設利利用用者者をを増増ややすすここととをを目目指指すす～～（（令令和和44～～55 年年度度実実施施））」」  

  

アア  事事業業のの背背景景  

    障害のある方の特徴として、歯みがきに対する理解の不足や運動機能が十分でないことがあり、良好  

な口腔内状況を維持するためには、日常的な口腔ケアだけでなく、歯科医療機関等での定期的な歯科健

診や予防処置が重要となる。こうした背景を踏まえ、東京都歯科保健推進計画「いい歯東京」の柱     

の一つとして、地域で支える障害者歯科医療の推進が掲げられ、家族や施設職員等への普及啓発、障害

者施設利用者のかかりつけ歯科医での定期的な受診を促しているところである。 

     西多摩圏域においても、障害者等歯科保健推進対策事業において、施設職員や利用者家族の歯科保健

に関する意識の向上及びかかりつけ歯科医を持つことの重要性の普及啓発に取り組んできた。これまで

の課題に対する取組を継続するとともに、圏域のニーズに合わせた更なる支援を進めるため、障害者施

設や関係機関とのより強固な連携構築等、支援の基盤を強化していく必要がある。 

  

イイ  事事業業のの目目標標  

      圏域での歯科保健関係者間及び障害者施設同士のつながりを強化し、利用者の健康な歯・口腔を維

持することを目指し、以下の目標を掲げた。  

・ 障害者施設職員の方への歯科保健に対する意識向上 

・ かかりつけ歯科医をもつ障害者施設利用者の増加 
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ウ 事業の内容 

    令和 3年度に実施した西多摩保健所圏域における「障害福祉サービス事業所等における歯科保健に 

関する調査」(以下、令和 3年度調査)の結果を踏まえ、以下の事業内容を計画した。 

  （ｱ）令和 4年度 

・ 令和 3年度調査の分析、施設訪問調査による圏域のニーズ・課題抽出 

・ 西多摩圏域内のネットワーク整備のため、障害者施設と関係機関等による連絡会の設置及び開

催 

・  研修会での歯科保健に関する普及啓発（施設の取組事例報告） 

（ｲ）令和 5年度 

・ 障害のある方と医療提供者、施設職員間で活用できるコミュニケーションツール（「歯科コミュ

ニケーション支援カード」及び「歯みがき支援ポスター」）の作成 

・   連絡会にて、施設職員及び医療提供者へのコミュニケーションツール原案に対する意見照会、

コミュニケーションツールの普及啓発に向けた研修会についての意見交換 

・ 連絡会委員を講師とした、コミュニケーションツールの活用方法に関する研修会の開催 

 

エ 評価 

施設への訪問調査により、施設での歯科保健の取組の状況を把握し、関係機関職員等を委員とした連

絡会を設置することで、顔の見えるネットワークの構築を行った。連絡会において、忌憚のない意見交

換や情報共有を行ったことで、各々の抱える課題を明確化し、解決に向けた研修会を開催することによ

って障害者施設職員の方への歯科保健に関する意識向上へと繋げた。 

      また、施設職員、施設利用者、歯科医療提供者間のコミュニケーションを支援するツールについても、 

各委員がそれぞれの視点でアイデアを提案し、有用性の高いツールを目指して取り組むことで、かかり

つけ歯科医をもつ障害者施設利用者の増加に寄与するものとなった。 

     

オ 今後の取組 

   通常の歯科保健事業の研修会等の機会を通して周知を継続し、圏域内でのコミュニケーションツール 

の更なる活用を目指した普及啓発を行っていく。また、以前から障害者等歯科保健推進対策事業におい

て、研修会や事例検討会で施設職員や施設利用者の家族の歯科保健の向上に取り組んできたが、今回の

取組のなかで開催した連絡会等を通して見えてきた圏域のニーズに特化した支援を強化し、障害者歯科

保健事業の更なる充実を目指していく。 

 

② 「市町村と共働した西多摩圏域における人材育成の体制づくり～自ら学び、互いに育ち合う保健師活動  

を目指して～（令和 5～6年度実施）」 

ア 事業の背景 

     自治体における保健師活動は、地域住民の健康増進を目的とし、単一問題の個人・家族へのアプロー

チから地域で生活するあらゆる年齢・健康レベルの人々へと対象の拡大を図りながら地域ケアシステム

の構築を目指している。厚生労働省による「保健師に係る研修のあり方等に関する検討会最終とりまと

め(平成 28 年 3月)」では、保健師のスキルアップには保健師能力の成長過程に応じた人材育成の仕組

みの構築が重要とされている。 

西多摩圏域における保健師人材育成において、市町村では、人材確保・定着に苦慮しており、特に町

村部においては欠員により採用時期が不定期であること、採用された保健師の年齢や勤務経験等が様々

であることから、育成方法の検討に苦慮している。保健所においては、指導を必要とする新任期（入職
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3 年目程度まで）の割合が半数を超えており、活動の中心となる中堅期保健師（入職 4 年目から主査級

まで）は少数であり、一人当たりの役割が大きく、地域支援を十分に行えない現状がある。 

保健師のスキルアップでは、専門技術の着実な積み上げが重要となる一方で、圏域全体の保健師活動

の様子や育成状況の把握が不十分となっている。保健師の成長過程に応じて人材育成の状況や課題を共

有し、各市町村における OJTについて整理検討する場が必要である。 

 

イ 事業の目標 

・ 西多摩圏域の保健師の人材育成に関する現状と課題を把握し、市町村と共有することで、保健所及

び市町村の人材育成における基礎資料とする。 

・ 研修を通じ、特に中堅期における PDCA サイクルを意識したツール作成を行うことで、保健師活動

における課題解決能力の向上を図る。 

 

ウ 事業の内容 

     以下の事業内容を計画した。 

  （ｱ）調査 

 圏域新任期、中堅期保健師を対象に保健師活動と人材育成に関する実態調査 

（ｲ）研修 

 圏域管理期（係長級以上の管理的立場）保健師等の協力を得て、新人含む新任期・中堅期保健師  

を対象に保健師技術向上のための研修を実施 

(ｳ) 連絡会 

  管理期保健師を対象に圏域保健師の課題共有と検討のための連絡会 （西多摩圏域合同保健師連絡

会（リーダー会））を実施 

   

エ 令和 5年度（課題別プラン 1年目）の評価 

（ｱ）圏域新任期、中堅期保健師を対象とした調査では、保健師活動におけるやりがいや困りごと、修得

を望む技術が明らかになった。また、仲間同士の交流は内省を深めスキルアップを図る機会となって

おり、自身の活動を振り返る機会や仲間との交流、相談体制を求めていることが分かった。 

（ｲ）研修では、新任期に対して対人支援能力の向上と PDCA サイクルに基づいた支援力の向上を図るた

めに、グループワークや事例検討を用いた研修を実施した。中堅期に対して、地域支援能力と実践力

（アセスメント力、事業立案と運営等）の向上を図るとともに、PDCAサイクルを意識した課題解決能

力の向上を目指して、担当事業の目標や地域情報の整理を実践し、圏域研修の体系化への端緒とする

ことができた。 

(ｳ) 保健師の総合的な人材育成に関わる管理職、統括的役割を担う保健師等による圏域リーダー会を実

施した。各自治体の新任期・中堅期・管理期の人材育成の現状共有や自治体での人材育成の取り組み

報告を通じて、各自治体の育成体制、地域課題の意識化に対する困難さについて課題が見えてきた。

また、圏域の統括的立場の保健師を助言者に迎えたことで、庁内の人材育成体制構築の過程や圏域全

体で人材育成に取り組み、育て・育ち合うことの重要性が意識化された。 

 

オ 令和 6年度（課題別プラン 2年目）の予定 

（ｱ）調査結果から整理した現状と課題を圏域に還元するとともに、PDCA サイクルを意識した課題解決

能力の向上を目指し、中堅期保健師研修の体系化とツール作成を進める予定である。 

（ｲ）所属を越えて圏域で共に育ち合う体制の構築を目指し、引き続き研修を実施するとともに、各自治

体の OJTに還元していく。 
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研修会実施状況  

開催日 内  容 講  師 
参加

者数 
対  象 

 

令和 5年 

9月 27日 

 

「個別支援の基本を学び、

支援をつなげよう ～アセ

スメントと支援方針を考え

るポイント～」 

東京都医学総合研究所社会

健康医学研究センター心の

健康ユニット　主任研究員   

新村 順子　氏 

14名 

西多摩圏域市町村及び

保健所の 2～3 年目保

健師 

令和 5年 

11月 30日 

～入職後の自分を振り返

り、成長のヒントを見つけ

よう～ 

檜原村 福祉けんこう課 

けんこう係　医療施設課長  

補佐　鈴木 佳津枝 氏 

11名 
西多摩圏域市町村及び

保健所の 1年目保健師 

 

 

令和 6年 

2 月 29日 

私の事業が、地域を動か

す！～保健事業の PDCAサ

イクルを回すために、地域

の健康課題を見る視点を学

ぼう～ 

文京学院大学保健医療技術

学部看護学科　教授 

米澤 純子 氏  

10名 

 

西多摩圏域市町村及び

保健所の中堅期保健師

（5年目から主査級ま

で） 

 

連絡会実施状況  

 者加参 容  内 日催開

令和 5年 

6月 20日 

・西多摩圏域の保健師数について 

・人材育成状況の情報共有 

・意見交換 

管内 8市町村統括級保健師、所内保健師 19名 

令和 6年 

1 月 29日 

・課題別推進プラン取組み報告 

・圏域保健師の自ら学び互いに 

育ちあう活動イメージの共有 

・意見交換 

管内 8市町村統括級保健師ほか 19名 

助言者：あきる野市こども家庭センター課長 

 石山  和可子 氏（統括保健師） 
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６６  市市町町村村連連携携  

（（１１））市市町町村村連連携携課課のの新新設設  

新型コロナウイルス感染症対応を受けて、令和4年 11月「感染症対応を踏まえた都保健所のあり方検

討会」(以下「あり方検討会」という。)が設置され、今後の都保健所の組織体制や業務運営等のあり方等

について議論がなされた。 

令和 5 年 8 月末に取りまとめた報告書では、都保健所の市町村支援機能を更に強化し、地域の健康課

題に市町村と連携して取り組み、地域保健サービスの推進に繋げることが必要であるといった意見をい

ただいた。それを受け、令和6年 1月、保健医療局より公表された「都保健所の体制・機能の強化につい

て」では、今後の都保健所の体制・機能強化策の一つとして、市町村等関係機関との連携強化を図るため、

市町村連携課を新設する方針が示され、令和6年 4月に市町村連携課が設置された。 

 

（（２２））保保健健医医療療政政策策区区市市町町村村包包括括補補助助事事業業 

平成16年度、福祉保健局は、多摩地域及び島しょ地域の保健医療施策を総合的に向上させることを目

的として、従来から実施されてきた人的支援及び技術的支援に加え、新たに財政的支援を行うものとし

て「市町村地域保健サービス推進事業」を創設した。 

平成19年度には、福祉保健局で従来から実施していた各種の個別補助事業を整理・統合した「福祉保

健区市町村包括補助事業」を創設し、さらに平成21年度には5つの包括補助事業（医療保健政策、子供

家庭支援、高齢社会対策、障害者施策推進及び地域福祉推進区市町村包括補助事業）として再構築し

た。 

また、令和5年度の福祉保健局再編により、令和6年度から、名称を医療保健政策区市町村包括補助事

業から保健医療政策区市町村包括補助事業に変更した。 

 

アア  制制度度のの概概要要  

この補助制度は、身近な地域保健サービスの推進主体である区市町村が自主的・主体的に事業を展

開できるよう支援するもので、補助メニュー（実施要綱中に規定した事業）の中から地域の実情に応

じた事業を選択する「包括的補助方式」を導入している。補助率は、先駆的事業が10分の10、選択事

業が2分の1、一般事業はポイント制となっている。 

 

イイ  補補助助対対象象事事業業  

(ｱ) 先駆的事業  新たな課題に取り組む医療保健分野の試行的事業で、都が別に例示するものの

ほか、区市町村の創意工夫によるもの。  

(ｲ) 選択事業  都が目指す保健医療政策の実現を図り、列挙する各政策分野の事業から、区市

町村が選択して実施するもの（政策誘導型事業）、また区市町村が地域の特性を

踏まえ、保健医療分野において独自に企画して実施するもの（提案型事業）。  

(ｳ) 一般事業  市町村が地域の特性に応じ主体的に取り組む次の事業  

  ａ 初期救急事業（休日急病診療事業、休日歯科応急診療事業）  

  ｂ 保健医療サービスの充実に資する事業  
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６６  市市町町村村連連携携  

（（１１））市市町町村村連連携携課課のの新新設設  

新型コロナウイルス感染症対応を受けて、令和4年 11月「感染症対応を踏まえた都保健所のあり方検

討会」(以下「あり方検討会」という。)が設置され、今後の都保健所の組織体制や業務運営等のあり方等

について議論がなされた。 

令和 5 年 8 月末に取りまとめた報告書では、都保健所の市町村支援機能を更に強化し、地域の健康課

題に市町村と連携して取り組み、地域保健サービスの推進に繋げることが必要であるといった意見をい

ただいた。それを受け、令和6年 1月、保健医療局より公表された「都保健所の体制・機能の強化につい

て」では、今後の都保健所の体制・機能強化策の一つとして、市町村等関係機関との連携強化を図るため、

市町村連携課を新設する方針が示され、令和6年 4月に市町村連携課が設置された。 

 

（（２２））保保健健医医療療政政策策区区市市町町村村包包括括補補助助事事業業 

平成16年度、福祉保健局は、多摩地域及び島しょ地域の保健医療施策を総合的に向上させることを目

的として、従来から実施されてきた人的支援及び技術的支援に加え、新たに財政的支援を行うものとし

て「市町村地域保健サービス推進事業」を創設した。 

平成19年度には、福祉保健局で従来から実施していた各種の個別補助事業を整理・統合した「福祉保

健区市町村包括補助事業」を創設し、さらに平成21年度には5つの包括補助事業（医療保健政策、子供

家庭支援、高齢社会対策、障害者施策推進及び地域福祉推進区市町村包括補助事業）として再構築し

た。 

また、令和5年度の福祉保健局再編により、令和6年度から、名称を医療保健政策区市町村包括補助事

業から保健医療政策区市町村包括補助事業に変更した。 

 

アア  制制度度のの概概要要  

この補助制度は、身近な地域保健サービスの推進主体である区市町村が自主的・主体的に事業を展

開できるよう支援するもので、補助メニュー（実施要綱中に規定した事業）の中から地域の実情に応

じた事業を選択する「包括的補助方式」を導入している。補助率は、先駆的事業が10分の10、選択事

業が2分の1、一般事業はポイント制となっている。 

 

イイ  補補助助対対象象事事業業  

(ｱ) 先駆的事業  新たな課題に取り組む医療保健分野の試行的事業で、都が別に例示するものの

ほか、区市町村の創意工夫によるもの。  

(ｲ) 選択事業  都が目指す保健医療政策の実現を図り、列挙する各政策分野の事業から、区市

町村が選択して実施するもの（政策誘導型事業）、また区市町村が地域の特性を

踏まえ、保健医療分野において独自に企画して実施するもの（提案型事業）。  

(ｳ) 一般事業  市町村が地域の特性に応じ主体的に取り組む次の事業  

  ａ 初期救急事業（休日急病診療事業、休日歯科応急診療事業）  

  ｂ 保健医療サービスの充実に資する事業  
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医医療療保保健健政政策策区区市市町町村村包包括括補補助助事事業業実実績績  表表 66－－11  

市 町 村 名 先駆的事業 選択事業 一般事業ａ 一般事業ｂ 計 

青 梅 市 － 16  2  2  20 

福 生 市 － 18  3  1  22 

羽 村 市 － 12  2  2  16 

あ き る 野 市 － 20  2 －  22 

瑞 穂 町 －  15  2  2  19 

日 の 出 町 － 12  2  －  14 

檜 原 村 －  6  －  3  9 

奥 多 摩 町 －  10  2  3  15 

計 － 109 15 13 137 

  

（（３３））市市町町村村のの地地域域保保健健医医療療にに係係るる計計画画のの策策定定支支援援にに関関すするるこことと  

   圏域各市町村が実施する各種委員会・協議会等への職員の派遣 

 

職職員員をを派派遣遣すするる圏圏域域各各市市町町村村別別会会議議数数  表表 66－－22 

  

（（４４））地地域域保保健健医医療療にに係係るる市市町町村村へへのの支支援援にに関関すするるこことと  

   各連絡会、訪問等により、各種事業の取組や課題などについて情報共有・情報交換等を行ってい

る。各市町村からの問合せや相談等に、関連する最新情報の提供等、迅速な対応に努めている。 

 

連連絡絡会会等等のの開開催催状状況況  表表66－－33  

会 議 名 開 催 日 出席者数 会 場 議事内容 

第1回 西多摩
圏域8市町村・
保健所連絡会 

令和5年 
6月 29 日 

管内 8 市町村健
康主管課課長、係
長等 
計 28名 

西多摩保健所 

1 保健所からの連絡・情報共有等 

(1) 地域保健医療推進プランの進捗状況につ

いて 

(2) 地域保健医療推進プランの最終評価及び

改定について 

(3) 課題別地域保健医療推進プランについて 

(4) その他 

2 市町村からの情報共有、情報交換等 
(1) 新型コロナウイルスワクチン接種につい
て、医療機関での個別接種を主とする実施
体制への移行についての進捗状況 

(2) 令和 5年度新型コロナウイルスワクチン 
秋開始接種以降の体制確保に関するアンケ
ート結果について 

(3) その他 
 

青梅市 福生市 羽村市 あきる野市 瑞穂町 日の出町 檜原村 奥多摩町 合計 

14 13 12 17 14 10 6 10 96 

－ 34 －
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第 2回 西多摩
圏域 8市町村・
保健所連絡会 

令和 5年
12月 14日 

管内 8 市町村健
康主管課課長、係
長等  
計第 1部 29名 
第 2部 28名 

西多摩保健所 

第 1部 

1 保健所からの連絡・情報共有等 

(1) 西多摩保健医療圏地域保健医療推進プラ

ン（平成 30年度～令和 5年度）の最終評価

等について 

(2) 課題別地域保健医療推進プランについて 

(3) 医療保健政策区市町村包括補助事業につ

いて 

(4) その他 

2 市町村からの情報共有、情報交換等 

(1) 西多摩圏域のがん対策事業の実施状況に

ついて 

(2) その他 

3 その他 

 

第 2部 

1 市町村からの情報共有、情報交換等 

(1) 産後ケア事業について 

(2) こども家庭センターについて 

2 その他 

臨時 西多摩
圏域 8市町村・
保健所連絡会 

令和 6年 
3月 21日 

管内 8 市町村健
康主管課課長、係
長等 計 28名 

オンライン 
開催 

1  保健所からの連絡事項等 

(1) 都保健所の体制・機能の強化について  

(2) 令和 6 年度 市町村職員を対象とした短

期研修「1週間コース」の実施について 

(3) 令和 6年度以降の 8市町村・保健所連絡

会の定期開催について 

(4)その他 

2 その他 

麻しん（はしか）の発生について 

第 1回 西多摩
圏域合同保健
師連絡会（リー
ダー会） 

令和 5年 
6月 20日 

管内 8 市町村統
括級保健師等 
計 19名 

西多摩保健所 

1 保健事業に関する情報交換 

2 西多摩圏域の保健師人材育成について  

(1) 西多摩圏域の保健師数の現状 

(2) 意見交換 

3  その他・連絡事項等 

災害時保健活動の準備について 

第 2回 西多摩
圏域合同保健
師連絡会（リー
ダー会） 

令和 6年 
1月 29日 

管内 8 市町村統
括級保健師等 
計 19名 

西多摩保健所 

1 保健事業に関する情報交換 

2 西多摩圏域の保健師人材育成について 

(1) 課題別推進プランの報告 

(2) 意見交換 

3  その他・連絡事項等 

(1) 令和 5年度 東京都・特別区・市町村統

括保健師連絡会について（報告） 

(2) 令和 6年能登半島地震 保健師の災害派

遣について（報告） 
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７７  健健  康康  危危  機機  管管  理理  

  

（（１１））健健康康危危機機管管理理対対策策・・新新型型イインンフフルルエエンンザザ等等感感染染症症対対策策  

東京都では、食中毒、毒物劇物、感染症、飲料水及び医薬品など、さまざまな健康危機に対処するた

め、原因ごとに各種要綱・マニュアル等を策定した。また、個別のマニュアル等では対応できない原因

不明の健康危機などに対して、平成11年に「東京都衛生局健康危機管理対策基本指針」、平成12年に

「健康危機管理マニュアル」を策定した。西多摩保健所では、健康危機管理に関する関係機関との情報

の共有及び連携調整を行うことを目的として、平成16年度に管内の市町村及び関係機関の代表で構成さ

れる「西多摩健康危機管理対策協議会」を設置した。 

東京都は、平成20年度より、新型インフルエンザ等の大流行に際して健康被害を最小限に抑えるた

め、適切な医療を提供できる体制整備の促進を目的に、都内を10のブロックに分け、ブロックごとに実

施する「新型インフルエンザ等感染症地域医療体制整備事業」を開始した。当所でも平成20年度に、既

存の西多摩健康危機管理対策協議会に「感染症地域医療体制ブロック協議会」機能を加えた。 

また、平成23年に東京都が策定した「新型インフルエンザ保健医療体制ガイドライン」を踏まえ、西

多摩保健所では、平成24年3月に「西多摩ブロック新型インフルエンザ等感染症地域医療確保計画」を

策定した（平成29年3月改定）。 

平成28年3月には、新型インフルエンザ等感染症への対策の充実を図るため、「西多摩新型インフルエ

ンザ等感染症地域医療体制ブロック協議会」を西多摩健康危機管理対策協議会とは別の会議体として設

置することとした。 

令和元年5月～6月には、管内30病院を対象に「新型インフルエンザ等対策に関する医療資源把握調

査」を実施した。 

 

（（２２））健健康康危危機機対対処処計計画画  

令和 5 年 3 月、国において「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」が改正され、健康危機に対

応すると同時に地域保健対策の拠点としての機能を発揮できるよう、保健所が必要な体制強化に向けた

取組を着実に推進することが必要であると明記された。 

また、保健所は地域における健康危機管理の拠点としての体制整備を行うに当たり、平時から健康危

機への準備を計画的に進めるため、感染症法に基づく予防計画や新型インフルエンザ等対策特別措置法

に基づく都道府県行動計画等を踏まえた「健康危機対処計画」を策定することとされた。 

   このため、西多摩保健所では、西多摩新型インフルエンザ等感染症地域医療体制ブロック協議会（医

療機関部会と合同開催）での協議を経て、令和 6年 3月、地域の特性や実情を踏まえるとともに、新型

コロナウイルス感染症対応の経験をもとに、「西多摩保健所健康危機対処計画（感染症編）」の策定を行

った。 
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令和 5年度西多摩健康危機管理対策協議会及び感染症地域医療体制ブロック協議会等の開催状況 表 7－1 

会 議 名 開催日 
対象 
委員数 

出席 
委員数 

会 場 議 事 内 容 

 

西多摩健康危機管理

対策協議会 

令和 6年 

2月 5日 
26名 20名 

西多摩

保健所 

（ハイブ

リッド

開催）

 

（西多摩健康危機管理対策協議会と西多摩新型

インフルエンザ等感染症地域医療体制ブロック

協議会を合同開催） 

1 協議事項 

ア 西多摩健康危機管理対策協議会委員の就任

依頼について 

イ 西多摩保健所健康危機対処計画（感染症編）

素案について 

2 報告事項 

西多摩圏域における鳥インフルエンザ発生

時の対応について 

3 その他 

西多摩新型インフル

エンザ等感染症地域

医療体制ブロック協

議会（医療機関部会

合同開催） 

西多摩新型インフル

エンザ等感染症地域

医療体制ブロック協

議会「社会福祉・地

域医療部会」 

令和 6年

3月 
19名 19名 － 

（書面開催） 

令和 6年 2月 5 日の西多摩新型インフルエンザ

等感染症地域医療体制ブロック協議会会議資料

一式を委員に送付 

 

（３）新型コロナウイルス感染症対応 

  ア 令和元年度 

令和元年 12月に、新型コロナウイルス感染症が中華人民共和国武漢市で発生し、国は、令和 2年 1

月 28日に新型コロナウイルス感染症を感染症法に基づく指定感染症及び検疫感染症に指定する旨を

公布し、その後、1月 30日に「新型コロナウイルス感染症対策本部」を設置した。また、新型インフ

ルエンザ等特別措置法に新型コロナウイルス感染症が加えられ、3月 14日に施行された。 

当所においては、都民や関係機関からの電話相談対応、感染が疑われる患者の専門外来受診調整、

患者発生時の積極的疫学調査、ホームページによる普及啓発、検体の採取、回収・搬送等、必要な対

応を全所体制で行った。令和 2年 2月 28日には、新型コロナウイルス感染症対策に限定した臨時の 8

市町村・保健所連絡会を開催し、国・都・医師会等から発出される情報の共有や連携のあり方を管内

市町村の健康主管課に確認するとともに、各市町村の対応状況について情報を共有した。 

 

  イ 令和 2年度 

（ｱ）会議の開催状況 

令和 2年 4月 9日、新型コロナウイルス感染症対策に限定した臨時の 8市町村・保健所連絡会を

前年度に引き続き開催し、各機関の対応状況について管内市町村の健康主管課と情報交換を行っ

た。 

また、当圏域は、高齢者施設や精神科病床、療養型病床が多く、施設等で新型コロナウイルス感

染症が発生した場合は、地域関係機関が一体となって対応する必要があることから、4月 10日及び

27日に、地域の医師会、医療機関の代表等と連絡会を開催し、発生時の対応を中心に課題の共有を

行った。 

5月 25日及び 7月 6日には、地域の医師会、医療機関に加え、市町村及び介護事業者を含めた会

議を開催した。主に介護事業所における新型コロナウイルス感染症対策の現状から課題を抽出し、

地域関係機関の協力体制による対応策を協議した。 

－ 37 －
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その後、10月には、当所が設置している「新型インフルエンザ等感染症地域医療体制ブロック協

議会」において、新型コロナウイルス感染症対策に対応できるよう、新たに「医療機関部会」と

「社会福祉・地域医療部会」の2部会を設置する等の再編整備を行い、重要課題について時宜に応

じた具体的な対応策を講じるべく協議を行った。 

（ｲ）研修会等の開催 

新型コロナウイルス感染症の発生予防や発生時に的確に対応できるよう、圏域内の介護事業所や

医療機関向けに研修会を実施した。 

（ｳ）介護事業所への情報発信 

国や都からの情報の補完的な役割と、圏域での情報をわかりやすく伝達するため、メールマガジ

ンを作成し、介護事業所への配信は市町村経由で行った。 

ウウ 令令和和33年年度度

（ｱ）会議の実施 

新型インフルエンザ等感染症地域医療体制ブロック協議会、医療機関部会及び社会福祉・地域医

療部会において、新型コロナウイルス感染症について時宜に応じた具体的な対応策を講じるべく協

議を行った。 

（ｲ）研修会の開催 

新型コロナウイルス感染症流行期における医療機関の感染症対策について、圏域内の医療機関向

けにオンライン形式の研修会を実施した。 

（ｳ）介護事業所等への情報発信 

新型コロナウイルス感染症の再拡大を防止するため、圏域での情報をわかりやすく伝達することを

目指し、介護事業所及び保育・学童施設に向けメールマガジンを作成した。介護事業所等への配信は

市町村経由で行った。 

（ｴ）高齢者施設調査の実施 

西多摩圏域の高齢者施設等における新型コロナウイルス感染症対策の実情を把握し、今後の西多摩

圏域における高齢者施設等感染予防対策推進の参考にするため、高齢者施設等を対象とした調査を行

った。 

エエ 令令和和44年年度度

(ｱ) 会議の実施

新型インフルエンザ等感染症地域医療体制ブロック協議会、医療機関部会及び社会福祉・地域医療

部会において、「地域の皆で感染症に対応していく体制」を目指して、新型コロナウイルス感染症対策

を通して地域の課題等を共有し、具体的な対策を講じるべく協議を行った。 

また、オンライン会議を概ね月1回開催し、メーリングリストを活用して情報共有を図った。 

（ｲ）研修会の開催 

医療機関におけるクラスター経験を共有し、改めて院内感染対策について考える機会を設けるため、

3年ぶりに集合形式で研修会を開催した。 

－ 38 －
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（ｳ）新型コロナウイルス感染症の感染症対策に関するアンケート調査の実施 

西多摩圏域の医療機関、社会福祉施設等における新型コロナウイルス感染症対策の実情を把握し、医

療機関、社会福祉施設等の感染予防対策の推進に活用するため、クラスターを経験した医療機関及び社

会福祉施設等を対象とした調査を実施した。 

 

(ｴ) 医療機関及び社会福祉施設等への情報発信 

(ｳ)で実施したアンケート調査結果、結果からみえた感染対策のポイントを保健所通信としてまとめ、

医療機関には西多摩医師会を経由し、社会福祉施設等には市町村経由で情報を配信した。 

 

オオ  令令和和 55年年度度  

（ｱ）新型コロナウイルス感染症の感染対策に関するアンケート調査集計結果等の送付 

令和 4 年度に実施した新型コロナウイルス感染症の感染対策に関するアンケート調査の結果を集計し、

今後の感染症対策に活用できるよう、報告書、メールマガジン及びポスターを作製し、管内の医療機関、

社会福祉施設等に送付した。 

   

（ｲ）研修会の開催 

  高齢者施設における新型コロナウイルス感染症等の感染症対策について、圏域内の高齢者施設職員向

けにハイブリッド形式の研修会を実施した。 

    

※ 新型コロナウイルス感染症は、令和5年 5月 8日、感染症法の位置付けの見直しにより、2類から 5

類に移行した。 

 

 

８８  補補  助助  金金  審審  査査  

 

  国や都が実施する市町村等への各種補助金事業について、西多摩圏域各市町村分の交付申請から実績報告

に至る審査を実施した。審査を通じて得られる地域保健情報を市町村へ提供することにより、地域保健サー

ビスの向上を図っている。 

令和 5年度に実績があり、審査を行った補助金事業は以下のとおりである。 

 補補助助実実績績  表表 88  

所   管 補 助 金 等 

保健政策部保健政策課 医療保健政策区市町村包括補助事業 

保健政策部健康推進課 健康増進法等による健康増進事業に係る都補助金（法定事業） 

感染症対策部防疫課 
感染症予防事業費都負担金、 

予防接種健康被害救済措置に係る都負担金等 

 

８　補 助 金 審 査

－ 39 －
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９ 受動喫煙防止対策 

 

望まない受動喫煙を防止するため、平成 30 年に健康増進法の改正と東京都受動喫煙防止条例の制定が行

われた。 

令和元年 7 月 1 日からは、改正健康増進法が一部施行され、第一種施設（学校、医療機関、行政機関の

庁舎等）は屋内禁煙となった。また、令和元年 9月 1 日からは、東京都受動喫煙防止条例が一部施行され、

飲食店には喫煙に関する標識を店頭に表示する義務が課された。更に、令和 2 年 1 月 6 日から東京都にお

いて喫煙可能室設置施設届出書の受付が開始され、令和 2 年 4 月 1 日から改正健康増進法及び東京都受動

喫煙防止条例が全面施行された。 

保健所では、これらに基づき、受動喫煙防止対策に関する普及啓発、喫煙可能室設置施設届出書の受付

及び特定施設への指導・助言等を行っている。 

 

（１）通報・届出の状況等 

通報等対応件数 表 9－1 

年度 指導・助言 立入検査等 勧告 公表 命令 過料処分 

令和 5 年度 25 － － － － － 

 

喫煙可能室届出状況 表 9－2 

年度 新規届件数 

 
変更届 

件数 

廃止届 

件数 

 
喫煙可能室 

設置施設数 

 

うち 

全席喫煙店 

うち 

全席喫煙店 

うち 

全席喫煙店 

令和 5 年度 5 5 － 4 4 264 253 

 

 

（２）普及啓発 

 令和 5 年度より、営業許可新規申請（法改正に伴う新規申請を含む。）のために来所した飲食店営

業者に対して窓口で制度説明を行うとともに、食品衛生担当が開催する講習会において普及啓発を行

っている。 

 また、令和 5 年度には、受動喫煙防止対策に関する普及啓発活動として、令和 5 年 5 月末から 6 月

初旬（禁煙週間）と令和 5 年 9 月中旬に、それぞれ 1 週間、保健所管内の主要駅に受動喫煙防止を促

す旨のポスターを掲示した。令和 5 年 10 月末から 11 月初旬の 2 週間、管内を走行しているバスにも

同様のポスターを掲示した。 

－ 40 －
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１０ 保 健 医 療 

 

（１）医療安全支援センター 

平成 19年 4月、西多摩地域における医療安全の拠点として「医療安全支援センター」を設置した。 

患者や住民からの相談に応えるとともに、医療機関等の医療安全推進を支援し、患者と医療従事者等

とのより良い関係づくりを図るため、研修会・連絡会、住民向け講習会を開催している。 

 

ア 「患者の声相談窓口」相談延べ件数 表
 

区

分 

総

数 

相 談 者 内  容 処 理 経 過 

本

人 

家
族
・
親
戚 

友
人
・
知
人 

医
療
機
関 

そ
の
他 

不

明 

相

談 

苦

情 

そ
の
他 

課
題
整
理 

対
処
方
法
の
提
案
・
助
言 

医
療
・
関
係
機
関
案
内 

当
該
機
関
へ
の
連
絡 

立
入
検
査 

相
談
継
続 

都
の
関
係
部
署
案
内 

傾

聴 

そ
の
他 

対
応
困
難
で
終
了 

令
和 
5 
年
度 

314 181 85 1 5 23 19 221 90 3 15 93 98 8 1 2 57 31 6 3 

 

イ 医療安全推進及び患者相談に関する研修会・連絡会、住民向け講習会 表

名称 テーマ（講師）・日程・開催方法等 対象・参加状況等 

医療安全推進

担当者研修会 

・連絡会 

研修会「医療機関必見！患者情報保護の基礎知識」 

連絡会「現場で出会う患者情報保護に関する事例と対策」 

（弁護士法人棚瀬法律事務所 

代表弁護士・医学博士 棚瀬 慎治 氏） 

令和 5年 10月 2日～10月 31日 オンデマンド配信 

対象：管内医療機関の管理

者、医療安全推進担当者等 

動画アクセス数： 

研修会（前編）193回 

研修会（後編）124回 

連絡会 123回 

患者相談窓口

担当者研修会 

・連絡会 

「患者の視点で考える医療コミュニケーション」 

（一般社団法人マイインフォームド・コンセント 

理事長 佐伯 晴子 氏） 

令和 5年 11月 13日～令和 6年 1月 31日 オンデマンド配信 

対象：管内医療機関職員等 

動画アクセス数：159回 

住民向け講習会 

「医療機関とのより良い関係づくり講座」 

①「もっと知って安心！薬のおはなし」 

（みどり薬局日の出 管理薬剤師 萩原 俊秀 氏） 

②「かしこい患者になるために」 

（保健医療担当保健師） 

令和 5年 7月 27日 日の出町保健センターにて集合開催 

対象：日の出町健康づくり

推進員等 

参加人数：29名 

 

 

 

 

10－1

10－2
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９ 受動喫煙防止対策 

 

望まない受動喫煙を防止するため、平成 30 年に健康増進法の改正と東京都受動喫煙防止条例の制定が行

われた。 

令和元年 7 月 1 日からは、改正健康増進法が一部施行され、第一種施設（学校、医療機関、行政機関の

庁舎等）は屋内禁煙となった。また、令和元年 9月 1 日からは、東京都受動喫煙防止条例が一部施行され、

飲食店には喫煙に関する標識を店頭に表示する義務が課された。更に、令和 2 年 1 月 6 日から東京都にお

いて喫煙可能室設置施設届出書の受付が開始され、令和 2 年 4 月 1 日から改正健康増進法及び東京都受動

喫煙防止条例が全面施行された。 

保健所では、これらに基づき、受動喫煙防止対策に関する普及啓発、喫煙可能室設置施設届出書の受付

及び特定施設への指導・助言等を行っている。 

 

（１）通報・届出の状況等 

通報等対応件数 表 9－1 

年度 指導・助言 立入検査等 勧告 公表 命令 過料処分 

令和 5 年度 25 － － － － － 

 

喫煙可能室届出状況 表 9－2 

年度 新規届件数 

 
変更届 

件数 

廃止届 

件数 

 
喫煙可能室 

設置施設数 

 

うち 

全席喫煙店 

うち 

全席喫煙店 

うち 

全席喫煙店 

令和 5 年度 5 5 － 4 4 264 253 

 

 

（２）普及啓発 

 令和 5 年度より、営業許可新規申請（法改正に伴う新規申請を含む。）のために来所した飲食店営

業者に対して窓口で制度説明を行うとともに、食品衛生担当が開催する講習会において普及啓発を行

っている。 

 また、令和 5 年度には、受動喫煙防止対策に関する普及啓発活動として、令和 5 年 5 月末から 6 月

初旬（禁煙週間）と令和 5 年 9 月中旬に、それぞれ 1 週間、保健所管内の主要駅に受動喫煙防止を促

す旨のポスターを掲示した。令和 5 年 10 月末から 11 月初旬の 2 週間、管内を走行しているバスにも

同様のポスターを掲示した。 

－ 41 －
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（２）地域医療システム化推進事業（疾病別医療連携の推進） 

東京都では、地域住民の誰もが住み慣れた地域で、状態に応じた適切な医療・介護を受けられるシステ

ムの構築を目指して、地域における医療機能の分化と医療施設間相互の医療連携を進めるため、脳卒中

医療連携推進事業、糖尿病医療連携推進事業に取り組んでいる。 

西多摩保健医療圏においては、脳卒中と糖尿病のそれぞれに「西多摩地域医療連携検討会」（事務局：

西多摩医師会）を設置し、地域の特性を踏まえた医療連携推進に取り組んでいる。 

 

ア 脳卒中医療連携の取組 

令和 5年度の脳卒中医療連携の取組は、以下のとおりである。 

 (ｱ) 脳卒中医療連携検討会の開催（4回、西多摩医師会館・ハイブリッド開催） 

(ｲ) 症例検討会の開催（令和 5年 11月、西多摩医師会館・ハイブリッド開催） 

(ｳ) 市民公開講座の開催（令和 6年 3月、西多摩医師会館・ハイブリッド開催） 

(ｴ) 脳卒中医療連携検討会勉強会（西多摩医師会在宅医療講座と合同開催）（令和 5 年 9 月 S&D たま

ぐーセンター、令和 6年 3月 S&Dたまぐーセンター） 

   

イ 糖尿病医療連携の取組 

令和 5年度の糖尿病医療連携の取組は、以下のとおりである。 

(ｱ) 糖尿病医療連携検討会の開催（4回、西多摩医師会館） 

 (ｲ) 糖尿病教室（9回、書面開催）、個別栄養相談（12回、西多摩医師会館）の開催、東部・西部・ 

   南部ブロック毎の「糖尿病 1日教室」の開催（3回） 

(ｳ) 西多摩医師会報への糖尿病専門医による症例提示（3回）  

(ｴ) 多職種向け糖尿病セミナー（令和 6年 3月、西多摩医師会館） 

(ｵ) 糖尿病性腎症重症化予防のための講演会（令和 5年 12月、オンライン開催） 

(ｶ) 管理栄養士情報交換会（令和 5年 9月、西多摩医師会館） 

(ｷ) 糖尿病合併症を理解するための勉強会（令和 5年 9月、令和 6年 1月、2月、西多摩医師会館・

ハイブリッド開催） 

(ｸ) 糖尿病医療連携リスト作成に係る事前調査 

（ｹ） 「糖尿病地域連携の登録医療機関制度」の登録 
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１１　医　事
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１１ 医 事 

 

（１）医事関係 

病院、診療所、歯科診療所、施術所（あん摩マッサージ指圧、はり、きゅう、柔道整復）、助産所、歯

科技工所及び衛生検査所の開設に伴う許可、登録及び各種届出の事務（病院・衛生検査所は経由事務）を

行うとともに、これらの施設に立入検査し、関係法規に基づき監視指導を行っている。 

 

（２）医療資格者免許関係 

医師、歯科医師、保健師、助産師、看護師、准看護師、診療放射線技師、臨床検査技師、視能訓練士、

作業療法士及び理学療法士等の各種免許申請の経由事務及び免許証の交付を行っている。 

 

（３）医事関係施設数及び監視指導件数 表 11－1 

（注 1）病院及び衛生検査所の施設数及び病床数は保健医療局医療政策部医療安全課より 

（注 2）(  )内は病床数  （注 3）あマ指：あん摩マッサージ指圧 

 

（４）病院・診療所・助産所病床数 表 11－2 

  

（注）病院の病床数は、保健医療局医療政策部医療安全課より 

 

一般病床 療養病床 結核病床 精神病床 感染症病床

令和４年度末 6,153   6,026   1,793   2,079   -       2,150   4       123     -       4       

令和５年度末 6,033   5,906   1,783   1,969   -       2,148   6       123     -       4       

青梅市 4,016   3,970   669     1,320   -       1,975   6       46      -       -       

福生市 697     688     592     96      -       -       -       5       -       4       

羽村市 278     246     60      186     -       -       -       32      -       -       

あきる野市 608     578     365     100     -       113     -       30      -       -       

瑞穂町 113     113     -       113     -       -       -       -       -       -       

日の出町 270     270     56      154     -       60      -       -       -       -       

檜原村 - -       -       -       -       -       -       -       -       -       

奥多摩町 51      41      41      -       -       -       -       10      -       -       

助産所
歯　科
診療所

区    分 総  数 病  院
病　　床　　内　　訳 一　般

診療所

青
梅
市

福
生
市

羽
村
市

あ
き
る
野
市

瑞
穂
町

日
の
出
町

檜
原
村

奥
多
摩
町

28 ( 6,026 ) 28 ( 5,906 ) 14 4 2 4 1 2 - 1 - - 10 3

272 ( 123 ) 269 ( 123 ) 102 43 38 48 13 15 3 7 13 16 116 42

有床 9 ( 123 ) 9 ( 123 ) 3 1 2 2 - - - 1 1 1 31 9

無床 263 260 99 42 36 46 13 15 3 6 12 15 85 33

179 ( - ) 176 ( - ) 59 27 31 40 11 6 - 2 5 8 74 26

有床 - ( - ) - ( - ) - - - - - - - - - - - -

無床 179 176 59 27 31 40 11 6 - 2 5 8 74 26

12 ( 4 ) 11 ( 4 ) 3 1 - 4 - 2 1 - 1 2 - -

有床 1 ( 4 ) 1 ( 4 ) - 1 - - - - - - - - - -

無床 11 10 3 - - 4 - 2 1 - 1 2 - -

2 2 1 - - 1 - - - - - - 2 -

204 202 70 35 26 49 7 11 1 3 7 9 31 8

119 118 39 26 19 23 8 3 - - 1 2 48 5

182 188 65 41 27 34 11 4 - 6 10 4 - -

- - - - - - - - - - - - - -

78 79 20 13 19 10 11 5 1 - 2 1 - 1

1,076 ( 6,153 ) 1,073 ( 6,033 ) 373 190 162 213 62 48 6 19 39 42 281 85

諸
　

届

監視
指導
件数

総　　　　　数

 歯　科　技　工　所

 医 業 類 似 行 為

 出 張 施 術 業 務 者

廃
　
止

　

 助　　　産　　　所

 歯　科　診　療　所

 柔道整復

施
術
所

 あマ指、はり、きゅう

新
 
規令和４年度末 令和５年度末

 衛　生　検　査　所

区　　　分

 一　般　診　療　所

 病　　　　　　　院

施     設     数
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（５）救急医療機関 表 11－3 

名  称 所 在 地 電 話 番 号 診 療 科 目 

医療法人社団仁成会 

高木病院 
青梅市今寺 5-18-19 0428-31-5255 

整形外科、形成外科、内科、外科、循環器内科、リハビリテーシ

ョン科、リウマチ科、麻酔科、呼吸器内科、泌尿器科、皮膚科、

消化器内科、消化器外科、神経内科、放射線科、脳神経外科、肛

門科 

市立青梅総合医療センター 青梅市東青梅 4-16-5 0428-22-3191 

内科、呼吸器内科、循環器内科、消化器内科、血液内科、腎臓内

科、リウマチ科、外科、消化器外科、呼吸器外科、心臓血管外

科、整形外科、脳神経外科、精神科、小児科、皮膚科、泌尿器科、

産婦人科、眼科、耳鼻いんこう科、リハビリテーション科、病理

診断科、臨床検査科、救急科、麻酔科、歯科口腔外科、内分泌糖

尿病内科、化学療法外科、脳神経内科、乳腺外科、形成外科、疼

痛緩和内科、腫瘍内科、放射線診断科、放射線治療科 

医療法人社団 

大聖病院 
福生市福生 871 042-551-1311 内科、外科、産婦人科、整形外科 

医療法人社団悦伝会 

目白第二病院 
福生市福生 1980 042-553-3511 内科、外科、脳神経外科、整形外科、放射線科、形成外科 

公立福生病院 福生市加美平 1-6-1 042-551-1111 

内科、精神科、循環器内科、小児科、外科、整形外科、脳神経

外科、心臓血管外科、皮膚科、泌尿器科、産婦人科、眼科、耳

鼻いんこう科、リハビリテーション科、放射線科、麻酔科、歯

科口腔外科、腎臓内科、消化器外科 

公立阿伎留医療センター あきる野市引田 78-1 042-558-0321 

内科、産婦人科、整形外科、眼科、小児科、耳鼻いんこう科、皮

膚科、脳神経外科、放射線科、消化器内科、泌尿器科、呼吸器内

科、循環器内科、麻酔科、リハビリテーション科、歯科口腔外

科、リウマチ科、神経内科、乳腺外科、腎臓内科、外科、呼吸器

外科 

奥多摩町国民健康保険 

奥多摩病院 

西多摩郡奥多摩町 

氷川 1111 
0428-83-2145 内科、外科、整形外科 

（注）保健医療局医療政策部医療安全課より 

（６）医療従事者免許受付件数 表 11－4 

年

度

区

分

総

数

医

師

歯

科

医

師

保

健

師

助

産

師

看

護

師

准

看

護

師

診
療
放
射
線
技
師

臨
床
検
査
技
師

衛
生
検
査
技
師

視

能

訓

練

士

作

業

療

法

士

理

学

療

法

士

そ

の

他

免

許

令
和年

度 4
総数 367 15 2 10 2 199 61 7 9 － 1 20 41 － 

令
和
5
年
度 

総数 406 10 4 12 4 199 82 10 16 － 3 23 42 1 

新規 290 9 1 7 2 127 71 7 11 － 2 19 34 － 

籍訂正・書換え 108 1 2 5 2 68 11 2 5 － 1 4 7 － 

再交付 7 － 1 － － 4 － 1 － － － － 1 － 

除籍（抹消） 1 － － － － － － － － － － － － 1 

その他 － － － － － － － － － － － － － － 

（注）歯科技工士免許の登録事務は、平成 27年 6月 1日から一般財団法人歯科医療振興財団により行われている。 

－ 44 －



（７）医療機関従事者数　表11－5　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和2年10月1日現在）
 

（注）医師（常勤）及び歯科医師（常勤）は実人員であり、それ以外の従業者数は常勤換算した数値である。
資料 :「令和 2 年医療施設（静態・動態）調査・病院報告結果報告書」（東京都福祉保健局）- 45 - 

（（７７））医医療療機機関関従従事事者者数数  表表 1111－－55                    （令和 2年 10月 1日現在）  

 
（注）「令和2年医療施設（静態・動態）調査・病院報告結果報告書」（東京都福祉保健局）による。 

病 診 歯 病 診 歯 病 診 歯 病 診 歯 病 診 歯

科 科 科 科 科

療 診 療 診 療 診 療 診 療 診

療 療 療 療 療

院 所 所 院 所 所 院 所 所 院 所 所 院 所 所

総　  数 6,275.8 1,625.6 977.7 3,843.3 636.3 301.2 868.2 270.2 117.1 290.2 262.2 250.3 808.7 279.1 204.2

医師 662.2 329.7 1.1 352.0 124.2 1.0 179.3 56.8 - 15.3 49.7 - 88.8 58.1 0.1

（常勤） 357.0 220.0 1.0 187.0 77.0 1.0 76.0 39.0 - 6.0 36.0 - 67.0 43.0 -

（非常勤） 305.2 109.7 0.1 165.0 47.2 - 103.3 17.8 - 9.3 13.7 - 21.8 15.1 0.1

歯科医師 9.2 8.6 310.2 2.0 1.6 96.2 4.2 1.1 41.4 - - 64.5 3.0 0.6 67.4

（常勤） 6.0 4.0 252.0 1.0 1.0 83.0 2.0 1.0 35.0 - - 49.0 3.0 - 59.0

（非常勤） 3.2 4.6 58.2 1.0 0.6 13.2 2.2 0.1 6.4 - - 15.5 - 0.6 8.4

薬剤師 141.2 4.8 - 83.1 2.3 - 25.5 1.2 - 5.0 0.3 - 18.9 1.0 -

保健師 - 15.2 … - 13.8 … - - … - 1.0 … - - …

助産師 67.9 12.1 … 37.0 0.1 … 19.9 - … - 5.6 … 11.0 5.1 …

看護師 2,011.3 364.8 0.1 1,203.2 120.6 0.1 306.7 63.9 - 69.1 60.7 - 318.5 73.7 -

准看護師 482.2 152.2 1.0 355.6 41.1 1.0 38.2 24.4 - 24.0 23.8 - 28.3 32.9 -

看護業務補助者 929.6 109.6 … 661.0 53.4 … 68.7 25.6 … 61.9 11.6 … 63.6 9.7 …

理学療法士 208.5 5.7 … 92.5 0.3 … 23.0 - … 39.0 0.8 … 28.0 4.5 …

作業療法士 163.0 4.4 … 98.8 0.3 … 5.0 - … 24.7 - … 17.0 4.0 …

視能訓練士 7.0 7.5 … 2.3 1.2 … 2.5 4.3 … - - … 2.2 2.0 …

言語聴覚士 45.8 4.5 … 22.0 - … 2.0 - … 6.0 1.2 … 7.0 2.3 …

義肢装具士 - - … - - … - - … - - … - - …

歯科衛生士 8.8 1.3 285.6 2.4 - 74.3 3.3 1.0 30.4 - - 90.9 3.1 - 58.0

歯科技工士 - 2.0 24.4 - - 6.0 - 2.0 1.0 - - 13.3 - - 3.8

歯科業務補助者 … … 246.7 … … 89.8 … … 33.3 … … 45.2 … … 59.7

診療放射線技師 101.4 10.5 … 49.8 6.4 … 26.5 0.5 … 2.0 3.6 … 19.1 - …

診療エックス線技師 - 0.5 … - 0.1 … - - … - - … - 0.4 …

臨床検査技師 113.5 16.3 … 58.2 9.9 … 28.6 3.1 … 1.7 0.4 … 20.0 2.9 …

衛生検査技師 - - … - - … - - … - - … - - …

臨床工学技士 28.9 30.4 … 13.0 16.2 … 6.8 6.0 … 4.0 5.9 … 5.0 2.3 …

あん摩マッサ－ジ指圧師 6.0 4.8 … 4.0 0.4 … 1.0 - … - 4.0 … - 0.4 …

柔道整復師 4.0 15.5 … 2.0 7.0 … 2.0 0.5 … - 8.0 … - - …

管理栄養士 53.6 5.8 … 29.6 1.8 … 9.2 2.4 … 3.0 0.1 … 6.8 1.1 …

栄養士 8.7 0.3 … 3.0 - … - 0.3 … 1.0 - … 3.7 - …

精神保健福祉士 48.6 2.0 … 43.6 1.0 … - 1.0 … 1.0 - … 2.0 - …

社会福祉士 39.0 1.2 … 14.0 1.2 … 6.0 - … 4.0 - … 9.0 - …

介護福祉士 162.6 3.0 … 116.0 - … - - … - 1.0 … 7.0 2.0 …

保育士 14.5 - … 6.3 - … - - … - - … 5.8 - …

公認心理師 5.6 2.8 … 5.6 - … - 2.5 … - 0.3 … - - …

その他の技術員 35.3 13.0 … 23.4 2.0 … 0.1 - … - 5.5 … - 5.4 …

医療社会事業従事者 10.2 1.0 … 5.0 1.0 … - - … 5.2 - … - - …

事務職員 567.2 415.5 91.4 294.0 184.7 28.8 102.2 57.9 11.0 17.3 72.2 27.5 98.0 62.4 12.9

その他の職員 340.0 80.6 17.2 263.9 45.7 4.0 7.5 15.7 - 6.0 6.5 8.9 42.9 8.3 2.3

区　　分

管内総数 青梅市 福生市 羽村市 あきる野市

OK OK OK OK OK OK OK OK OK OK OK OK

病 診 歯 病 診 歯 病 診 歯 病 診 歯 病 診 歯
科 科 科 科 科

療 診 療 診 療 診 療 診 療 診
療 療 療 療 療

院 所 所 院 所 所 院 所 所 院 所 所 院 所 所

総　  数 6,275.8 1,625.6 977.7 3,843.3 636.3 301.2 868.2 270.2 117.1 290.2 262.2 250.3 808.7 279.1 204.2

医師 662.2 329.7 1.1 352.0 124.2 1.0 179.3 56.8 - 15.3 49.7 - 88.8 58.1 0.1

（常勤） 357 220 1 187 77 1 76 39 - 6 36 - 67 43 -

（非常勤） 305.2 109.7 0.1 165.0 47.2 - 103.3 17.8 - 9.3 13.7 - 21.8 15.1 0.1

歯科医師 9.2 8.6 310.2 2.0 1.6 96.2 4.2 1.1 41.4 - - 64.5 3.0 0.6 67.4

（常勤） 6 4 252 1 1 83 2 1 35 - - 49 3 - 59

（非常勤） 3.2 4.6 58.2 1.0 0.6 13.2 2.2 0.1 6.4 - - 15.5 - 0.6 8.4

薬剤師 141.2 4.8 - 83.1 2.3 - 25.5 1.2 - 5.0 0.3 - 18.9 1.0 -

保健師 - 15.2 … - 13.8 … - - … - 1.0 … - - …

助産師 67.9 12.1 … 37.0 0.1 … 19.9 - … - 5.6 … 11.0 5.1 …

看護師 2,011.3 364.8 0.1 1,203.2 120.6 0.1 306.7 63.9 - 69.1 60.7 - 318.5 73.7 -

准看護師 482.2 152.2 1.0 355.6 41.1 1.0 38.2 24.4 - 24.0 23.8 - 28.3 32.9 -

看護業務補助者 929.6 109.6 … 661.0 53.4 … 68.7 25.6 … 61.9 11.6 … 63.6 9.7 …

理学療法士 208.5 5.7 … 92.5 0.3 … 23.0 - … 39.0 0.8 … 28.0 4.5 …

作業療法士 163.0 4.4 … 98.8 0.3 … 5.0 - … 24.7 - … 17.0 4.0 …

視能訓練士 7.0 7.5 … 2.3 1.2 … 2.5 4.3 … - - … 2.2 2.0 …

言語聴覚士 45.8 4.5 … 22.0 - … 2.0 - … 6.0 1.2 … 7.0 2.3 …

義肢装具士 - - … - - … - - … - - … - - …

歯科衛生士 8.8 1.3 285.6 2.4 - 74.3 3.3 1.0 30.4 - - 90.9 3.1 - 58.0

歯科技工士 - 2.0 24.4 - - 6.0 - 2.0 1.0 - - 13.3 - - 3.8

歯科業務補助者 … … 246.7 … … 89.8 … … 33.3 … … 45.2 … … 59.7

診療放射線技師 101.4 10.5 … 49.8 6.4 … 26.5 0.5 … 2.0 3.6 … 19.1 - …

診療エックス線技師 - 0.5 … - 0.1 … - - … - - … - 0.4 …

臨床検査技師 113.5 16.3 … 58.2 9.9 … 28.6 3.1 … 1.7 0.4 … 20.0 2.9 …

衛生検査技師 - - … - - … - - … - - … - - …

臨床工学技士 28.9 30.4 … 13.0 16.2 … 6.8 6.0 … 4.0 5.9 … 5.0 2.3 …

あん摩マッサ－ジ指圧師 6.0 4.8 … 4.0 0.4 … 1.0 - … - 4.0 … - 0.4 …

柔道整復師 4.0 15.5 … 2.0 7.0 … 2.0 0.5 … - 8.0 … - - …

管理栄養士 53.6 5.8 … 29.6 1.8 … 9.2 2.4 … 3.0 0.1 … 6.8 1.1 …

栄養士 8.7 0.3 … 3.0 - … - 0.3 … 1.0 - … 3.7 - …

精神保健福祉士 48.6 2.0 … 43.6 1.0 … - 1.0 … 1.0 - … 2.0 - …

社会福祉士 39.0 1.2 … 14.0 1.2 … 6.0 - … 4.0 - … 9.0 - …

介護福祉士 162.6 3.0 … 116.0 - … - - … - 1.0 … 7.0 2.0 …

保育士 14.5 - … 6.3 - … - - … - - … 5.8 - …

公認心理師 5.6 2.8 … 5.6 - … - 2.5 … - 0.3 … - - …

その他の技術員 35.3 13.0 … 23.4 2.0 … 0.1 - … - 5.5 … - 5.4 …

医療社会事業従事者 10.2 1.0 … 5.0 1.0 … - - … 5.2 - … - - …

事務職員 567.2 415.5 91.4 294.0 184.7 28.8 102.2 57.9 11.0 17.3 72.2 27.5 98.0 62.4 12.9

その他の職員 340.0 80.6 17.2 263.9 45.7 4.0 7.5 15.7 - 6.0 6.5 8.9 42.9 8.3 2.3

区　　分

管内総数 青梅市 福生市 羽村市 あきる野市
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１１２２  歯歯  科科  保保  健健  

 

歯と口の健康を保つことは、食物を摂るだけでなく、話す、表情を作るなど日々のコミュニケーションを豊

かにするほか、感染症を予防して全身の健康に寄与するなど、いきいきとした人生を送るために重要な役割

を果たしている。 

保健所では地域の歯科保健の取組の活性化を図り、障害者・要介護高齢者の歯科保健医療体制の強化を図

るため、関係機関と連携し、地域特性に応じた支援を行っている。 

 

（（１１））障障害害者者等等歯歯科科保保健健推推進進対対策策事事業業  

アア  重重度度・・難難症症例例歯歯科科相相談談  

随時、歯科相談・地域医療連携のコーディネート等を受け付ける体制をとった。 

イイ  障障害害者者等等歯歯科科支支援援  

摂食嚥下機能支援、障害者歯科保健についての普及啓発と人材育成を目的とし、施設職員等を対象に

研修会及びシンポジウムを開催した。研修会については、いずれもオンライン形式で開催した。シンポ

ジウムについては、集合及びオンラインのハイブリット形式により、多摩立川保健所、多摩府中保健所

との共催で実施した。 

障障害害者者等等歯歯科科支支援援  表表 1122－－11  

内   容 開催日 対象・参加状況（施設数） 

摂食嚥下機能支援研修会（幼児期） 

テーマ：子供の窒息や誤嚥を防ぐ！～安

全に食べるための工夫や知識を

身に着けよう～ 

令和 5年 

8月 28 日 

対  象：幼稚園・保育所等職員、障害児
（者）施設職員、市町村職員等 

参加状況：96名（62） 

摂食嚥下機能支援研修会（高齢期） 
テーマ：食べることをあきらめない 

『多職種で支える高齢者の食事
と栄養』 

令和 6年 

1月 11 日 

対  象：医療機関関係者、高齢者施設職
員、市町村職員等 

参加状況：77名（66） 

摂食嚥下機能支援シンポジウム 

（摂食嚥下機能支援事例検討会） 
テーマ：食べるを考える 

～人生を『食』で支えるために～ 

令和 6年 

1月 25 日 

対  象：西多摩・多摩立川・多摩府中保健
所管内にお住まいの方、医療機
関関係者、高齢者施設職員、市町
村職員等 

参加状況：西多摩圏域37名（34） 

 

ウウ 障障害害者者等等歯歯科科保保健健医医療療推推進進基基盤盤整整備備及及びび摂摂食食嚥嚥下下機機能能支支援援基基盤盤整整備備 

地域における障害者等歯科保健医療対策及び摂食嚥下機能支援の取組を推進するため、関係機関との

協議の場として歯科保健推進検討会を開催した。 

障障害害者者等等歯歯科科保保健健医医療療推推進進基基盤盤整整備備及及びび摂摂食食嚥嚥下下機機能能支支援援基基盤盤整整備備  表表 1122－－22  

内   容 開催日 委員数 出席委員数 

西多摩地域歯科保健推進検討会 
令和 5年 

11月 16 日 
15 名     14 名 

  

    

OK OK OK OK OK OK OK OK OK OK OK OK

病 診 歯 病 診 歯 病 診 歯 病 診 歯
科 科 科 科

療 診 療 診 療 診 療 診
療 療 療 療

院 所 所 院 所 所 院 所 所 院 所 所

総　  数 124.6 84.8 44.7 308.5 44.6 51.8 - 9.2 - 32.3 39.2 8.4

医師 5.1 16.5 - 17.3 8.9 - - 3.0 - 4.4 12.5 -

（常勤） 4 10 - 13 6 - - 1 - 4 8 -

（非常勤） 1.1 6.5 - 4.3 2.9 - - 2.0 - 0.4 4.5 -

歯科医師 - 1.6 15.4 - 1.5 19.3 - 2.2 - - - 6.0

（常勤） - - 12 - 1 12 - 1 - - - 2

（非常勤） - 1.6 3.4 - 0.5 7.3 - 1.2 - - - 4.0

薬剤師 3.0 - - 4.7 - - - - - 1.0 - -

保健師 - 0.3 … - 0.1 … - - … - - …

助産師 - 1.2 … - 0.1 … - - … - - …

看護師 26.7 18.4 - 71.2 19.7 - - 1.1 - 15.9 6.7 -

准看護師 15.6 16.9 - 19.5 4.9 - - 2.9 - 1.0 5.3 -

看護業務補助者 24.3 5.6 … 46.1 - … - - … 4.0 3.7 …

理学療法士 7.0 - … 19.0 0.1 … - - … - - …

作業療法士 1.0 - … 16.5 0.1 … - - … - - …

視能訓練士 - - … - - … - - … - - …

言語聴覚士 1.0 - … 7.8 1.0 … - - … - - …

義肢装具士 - - … - - … - - … - - …

歯科衛生士 - 0.2 16.0 - 0.1 16.0 - - - - - -

歯科技工士 - - 0.3 - - - - - - - - -

歯科業務補助者 … … 10.2 … … 7.5 … … - … … 1.0

診療放射線技師 1.0 - … 3.0 - … - - … - - …

診療エックス線技師 - - … - - … - - … - - …

臨床検査技師 2.0 - … 3.0 - … - - … - - …

衛生検査技師 - - … - - … - - … - - …

臨床工学技士 - - … 0.1 - … - - … - - …

あん摩マッサ－ジ指圧師 1.0 - … - - … - - … - - …

柔道整復師 - - … - - … - - … - - …

管理栄養士 1.0 0.3 … 4.0 0.1 … - - … - - …

栄養士 - - … 1.0 - … - - … - - …

精神保健福祉士 1.0 - … 1.0 - … - - … - - …

社会福祉士 1.0 - … 5.0 - … - - … - - …

介護福祉士 15.5 - … 24.1 - … - - … - - …

保育士 2.4 - … - - … - - … - - …

公認心理師 - - … - - … - - … - - …

その他の技術員 - 0.1 … 11.8 - … - - … - - …

医療社会事業従事者 - - … - - … - - … - - …

事務職員 11.0 22.3 2.8 39.2 8.0 8.0 - - - 5.5 8.0 0.4

その他の職員 5.0 1.4 - 14.2 - 1.0 - - - 0.5 3.0 1.0

瑞穂町 日の出町 檜原村

区　　分

奥多摩町
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１１２２  歯歯  科科  保保  健健  

 

歯と口の健康を保つことは、食物を摂るだけでなく、話す、表情を作るなど日々のコミュニケーションを豊

かにするほか、感染症を予防して全身の健康に寄与するなど、いきいきとした人生を送るために重要な役割

を果たしている。 

保健所では地域の歯科保健の取組の活性化を図り、障害者・要介護高齢者の歯科保健医療体制の強化を図

るため、関係機関と連携し、地域特性に応じた支援を行っている。 

 

（（１１））障障害害者者等等歯歯科科保保健健推推進進対対策策事事業業  

アア  重重度度・・難難症症例例歯歯科科相相談談  

随時、歯科相談・地域医療連携のコーディネート等を受け付ける体制をとった。 

イイ  障障害害者者等等歯歯科科支支援援  

摂食嚥下機能支援、障害者歯科保健についての普及啓発と人材育成を目的とし、施設職員等を対象に

研修会及びシンポジウムを開催した。研修会については、いずれもオンライン形式で開催した。シンポ

ジウムについては、集合及びオンラインのハイブリット形式により、多摩立川保健所、多摩府中保健所

との共催で実施した。 

障障害害者者等等歯歯科科支支援援  表表 1122－－11  

内   容 開催日 対象・参加状況（施設数） 

摂食嚥下機能支援研修会（幼児期） 

テーマ：子供の窒息や誤嚥を防ぐ！～安

全に食べるための工夫や知識を

身に着けよう～ 

令和 5年 

8月 28 日 

対  象：幼稚園・保育所等職員、障害児
（者）施設職員、市町村職員等 

参加状況：96名（62） 

摂食嚥下機能支援研修会（高齢期） 
テーマ：食べることをあきらめない 

『多職種で支える高齢者の食事
と栄養』 

令和 6年 

1月 11 日 

対  象：医療機関関係者、高齢者施設職
員、市町村職員等 

参加状況：77名（66） 

摂食嚥下機能支援シンポジウム 

（摂食嚥下機能支援事例検討会） 
テーマ：食べるを考える 

～人生を『食』で支えるために～ 

令和 6年 

1月 25 日 

対  象：西多摩・多摩立川・多摩府中保健
所管内にお住まいの方、医療機
関関係者、高齢者施設職員、市町
村職員等 

参加状況：西多摩圏域37名（34） 

 

ウウ 障障害害者者等等歯歯科科保保健健医医療療推推進進基基盤盤整整備備及及びび摂摂食食嚥嚥下下機機能能支支援援基基盤盤整整備備 

地域における障害者等歯科保健医療対策及び摂食嚥下機能支援の取組を推進するため、関係機関との

協議の場として歯科保健推進検討会を開催した。 

障障害害者者等等歯歯科科保保健健医医療療推推進進基基盤盤整整備備及及びび摂摂食食嚥嚥下下機機能能支支援援基基盤盤整整備備  表表 1122－－22  

内   容 開催日 委員数 出席委員数 

西多摩地域歯科保健推進検討会 
令和 5年 

11月 16 日 
15 名     14 名 
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（２）歯科保健普及対策事業 

ア 地域歯科保健活動支援

地域における歯科保健活動を支援するため、研修会及び連絡会を開催した。

幼稚園・保育所等歯科保健担当者研修会については、オンライン形式により多摩立川保健所、多摩府

中保健所との共催で実施した。 

また、令和 5 年度には、「歯周病検診マニュアル」の改訂（令和 8 年度より運用開始予定）が行

われたため、市町村歯科保健担当者向けの説明会を東京都多摩地域 5保健所（西多摩保健所、南多

摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所、多摩小平保健所）が共同で開催したほか、災害時の

歯科保健に関する研修会についても、東京都多摩地域 5保健所の共催で実施した。 

なお、開催方法はいずれも集合及びオンラインのハイブリット形式とした。 

地域歯科保健活動支援 表 12－3 

内 容 開催日 対象・参加状況（施設数） 

西多摩圏域市町村歯科保健担当者連絡会 
令和 5年 

5月 29日 

対 象：西多摩保健所管内市町村職員等 

参加状況： 17名 

幼稚園・保育所等歯科保健担当者研修会・

連絡会 
テーマ：口腔機能の発達とその不全を知

ろう～お口ポカンや食べ方の問
題にどう対応する？～ 

令和 5年 

6月 8日 

対  象：西多摩・多摩立川・多摩府中保健
所管内の幼稚園・保育所等職員、
市町村職員等 

参加状況：西多摩圏域 54名（48） 

市町村歯科保健担当者説明会 

テーマ：歯周疾患検診におけるマニュア

ル改訂について 

令和 5年 

9月 25日 

対  象：西多摩・南多摩・多摩立川・多摩府

中・多摩小平保健所管内市町村歯

科保健担当者等 

参加状況：西多摩圏域 14名 

市町村歯科保健担当者研修会 

テーマ：「災害時の歯科保健を考える」 

令和 6年 

2月 19日 

対  象：西多摩・南多摩・多摩立川・多摩府

中・多摩小平保健所管内市町村歯

科保健担当者等 

参加状況：西多摩圏域 14名 

また、市町村等の歯科保健事業が円滑に実施されるよう、関係者との緊密な連携を図り、相談や情報 

提供等の支援を行った。 

① 情報提供・相談（新型コロナウイルス感染症に係る歯科相談、医療機関情報に係る相談、口腔

健康管理に係る相談等） 13件 

② 健康教育活動支援（歯科健診、健診器材媒体の貸出等） 5件

③ その他（市町村会議等への出席） 1件

市町村支援・連携等回数（市町村別内訳） 表 12－4 

市町村 青梅市 福生市 羽村市 あきる野市 瑞穂町 日の出町 檜原村 奥多摩町 その他 

回数 4 - - 5 2 1 - 2 5

イ 歯科保健情報の収集・発信

（ｱ）幼稚園・保育所等歯科健康診査結果調査・報告 

管内 8市町村の幼稚園・保育所等を対象に、「歯科健康診査結果の調査」を依頼し、集計分析結果を

関係機関に報告した。 
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幼幼稚稚園園・・保保育育所所等等歯歯科科健健康康診診査査結結果果調調査査・・報報告告  表表 1122－－55 

区分 対象数 回収数 回収率（%） 

幼稚園・保育所等 155 110 71.0 

 

幼幼稚稚園園・・保保育育所所等等歯歯科科健健康康診診査査結結果果  表表 1122－－66  

 
※1 う歯経験者率（乳歯）＝う歯経験者／受診者数×100    ※2 処置完了者率＝処置完了者／受診者数×100 

※3 一人平均う歯数（乳歯）＝う歯総数／受診者数         ※4 永久歯う歯経験者率＝永久歯う歯経験者／受診者数×100   

※5 永久歯処置完了者率＝永久歯処置完了者／受診者数×100 

（注）小数第2位を四捨五入して小数第1位までを有効数字として表章し、「0.0」は表章単位未満の数値を表す。 

 

（ｲ）西多摩8市町村歯科保健事業調査・報告 

管内 8 市町村を対象に、「歯科保健事業調査」を依頼し、集計結果を西多摩圏域市町村歯科保健担

当者連絡会及び西多摩地域歯科保健推進検討会で報告した。 

  

ウウ  地地域域歯歯科科保保健健医医療療推推進進基基盤盤整整備備  

地域の歯科保健の向上を目指し、関係機関との協議の場として、歯科保健推進検討会を開催した。 

  

地地域域歯歯科科保保健健医医療療推推進進基基盤盤整整備備  表表 1122－－77  

内   容 開催日 委員数 出席委員数 

西多摩地域歯科保健推進検討会（再掲） 
令和 5年 

11月 16 日 
15 名 14 名 

  

エエ  そそのの他他  

（ｱ）「患者の声相談窓口」等への歯科相談  

令和 5 年度は、「患者の声相談窓口」相談延べ件数 314 件中、歯科に関する相談は 35 件（11.1％）

であった。 

  

（ｲ）東京西の森歯科衛生士専門学校学生保健所実習 

地域の歯科保健人材育成支援を目的に、集中講義及び歯科保健のグループワーク実習をオンライン

形式で実施した。 

う
歯
の
な
い
者

う
歯
経
験
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歯
経
験
者
率

未
処
置
歯
の
あ
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者

処
置
完
了
者

処
置
完
了
者
率

処
置
歯
数

未
処
置
歯
数

う
歯
総
数

一
人
平
均
う
歯
数

永
久
歯
の
あ
る
者

永
久
歯
に
う
歯
の
な
い
者

永
久
歯
う
歯
経
験
者

永
久
歯
う
歯
経
験
者
率

永
久
歯
に
未
処
置
歯
の
あ
る
者

永
久
歯
処
置
完
了
者

永
久
歯
処
置
完
了
者
率

０歳児 510 404 404 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0 0 0.0 0 0 0 0.0% 0 0 0.0%

１歳児 1,216 1,129 1,114 15 1.3% 15 0 0.0% 7 31 31 0.0 0 0 0 0.0% 0 0 0.0%

２歳児 1,462 1,386 1,340 46 3.3% 43 3 0.2% 6 90 96 0.1 0 0 0 0.0% 0 0 0.0%

３歳児 2,062 1,916 1,761 155 8.1% 132 23 1.2% 81 441 522 0.3 0 0 0 0.0% 0 0 0.0%

４歳児 2,108 1,977 1,705 272 13.8% 217 55 2.8% 273 750 1,023 0.5 19 19 0 0.0% 0 0 0.0%

５歳児 2,251 2,122 1,618 504 23.8% 358 146 6.9% 796 973 1,769 0.8 611 606 5 0.2% 4 1 0.0%

ク
ラ
ス

在
籍
者
数

受
診
者
数

乳歯の状況 永久歯の状況

※1
※3

※4 ※5

※2
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